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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
　

回次
第94期

第２四半期
連結累計期間

第95期
第２四半期
連結累計期間

第94期

会計期間
自　2016年４月１日
至　2016年９月30日

自　2017年４月１日
至　2017年９月30日

自　2016年４月１日
至　2017年３月31日

売上収益
(百万円)

2,176,914 2,363,472
4,527,148

（第２四半期連結会計期間） (1,084,118) (1,198,558)

営業利益 (百万円) 142,698 204,446 330,551

四半期（当期）利益 (百万円) 103,624 164,118 273,895

親会社の所有者に帰属する
四半期（当期）利益 (百万円)

97,495 154,191
257,619

（第２四半期連結会計期間） (51,386) (77,493)

四半期（当期）包括利益 (百万円) △36,169 278,127 329,248

親会社の所有者に帰属する持分 (百万円) 3,034,144 3,504,640 3,312,724

資産合計 (百万円) 4,742,475 5,478,328 5,150,762

基本的１株当たり
四半期（当期）利益 (円)

123.05 197.10
326.32

（第２四半期連結会計期間） (64.90) (99.39)

希薄化後１株当たり
四半期（当期）利益

(円) － － －

親会社所有者帰属持分比率 (％) 63.98 63.97 64.32

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 225,002 251,488 467,779

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △46,801 △370,987 △108,037

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △152,196 35,415 △240,526

現金及び現金同等物の
四半期末（期末）残高

(百万円) 677,514 716,318 793,550
 

(注) １．国際会計基準（以下、「ＩＦＲＳ」）に基づいて連結財務諸表を作成しています。

２．要約四半期連結財務諸表を作成していますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してい

ません。

３．売上収益には、消費税等は含まれていません。

４．希薄化後１株当たり四半期（当期）利益については、希薄化効果のある株式が存在しないため記載していま

せん。

 
２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、連結会社（当社及び国内外の連結子会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

　

EDINET提出書類

株式会社デンソー(E01892)

四半期報告書

 2/31



第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前連結会計年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
文中の将来に関する事項は、当第２四半期連結会計期間末日現在において連結会社が判断したものです。
　

(1) 業績の状況
連結会社は、2018年を達成年度とする中期方針を策定し、「環境、安心と安全で社会に貢献」「多様なニーズ
に応える技術開発・モノづくりの進化」「自ら学び、考え、行動する人材の継続的な育成」を掲げ、活動を進め
ています。
　
当第２四半期連結累計期間の業績については、生産増加や拡販により、売上収益は、２兆3,635億円（前年同四
半期比1,866億円増、8.6％増）と増収になりました。操業度差益や合理化努力により、営業利益は、2,044億円
（前年同四半期比617億円増、43.3％増）、税引前利益は、2,268億円（前年同四半期比762億円増、50.6％増）と
増益になりました。親会社の所有者に帰属する四半期利益については、1,542億円（前年同四半期比567億円増、
58.2％増）と増益になりました。
　
セグメント別の業績については、日本は、車両生産の増加により、売上収益は１兆4,069億円（前年同四半期比
1,145億円増、8.9％増）と増収になりました。営業利益は、売上増加による操業度差益や合理化努力により、
1,055億円（前年同四半期比529億円増、100.7％増）と増益になりました。
北米地域は、経済の不透明感はあるものの、拡販等により、売上収益は5,481億円（前年同四半期比315億円
増、6.1％増）と増収、営業利益は、償却費の増加等により208億円（前年同四半期比87億円減、29.5％減）と減
益になりました。
欧州地域は、緩やかな市場の回復による車両生産の増加により、売上収益は3,099億円（前年同四半期比297億
円増、10.6％増）と増収、営業利益は、償却費の増加等により89億円（前年同四半期比５億円減、5.1％減）と減
益になりました。
アジア地域は、車両生産の増加や拡販により、売上収益は6,192億円（前年同四半期比799億円増、14.8％増）
と増収、営業利益は、売上増加による操業度差益や合理化努力により628億円（前年同四半期比167億円増、
36.3％増）と増益になりました。
その他地域は、売上収益は404億円（前年同四半期比100億円増、32.7％増）と増収、営業利益は71億円（前年
同四半期比53億円増）と増益になりました。
　

(2) キャッシュ・フローの状況
現金及び現金同等物（以下、「資金」）は、営業活動により2,515億円増加、投資活動により3,710億円減少、
財務活動により354億円増加等の結果、当第２四半期連結会計期間末は前連結会計年度末と比べ772億円減少し、
7,163億円となりました。
営業活動により得られた資金は、税引前四半期利益の増加（前年同四半期比762億円増）等により、前年同四半
期に比べ265億円増加し、2,515億円となりました。
投資活動により使用した資金は、定期預金の増加（前年同四半期比2,051億円増）及び負債性金融商品の売却又
は償還による収入の減少（前年同四半期比1,295億円減）等により、前年同四半期に比べ3,242億円増加し、3,710
億円となりました。
財務活動により得られた資金は、借入金の返済による支出の減少（前年同四半期比844億円減）及び社債の償還
による支出の減少（前年同四半期比500億円減）等により、前年同四半期に比べ1,876億円増加し、354億円（前年
同四半期は1,522億円の支出）となりました。
　

(3) 経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標
当社は売上収益及び営業利益を経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標として用いています。
　

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題
当第２四半期連結累計期間において、連結会社が対処すべき課題について重要な変更はありません。
　

(5) 研究開発活動
当第２四半期連結累計期間における研究開発費は201,356百万円（資産計上分含む）です。
なお、当第２四半期連結累計期間において、連結会社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
　

EDINET提出書類

株式会社デンソー(E01892)

四半期報告書

 3/31



第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 1,500,000,000

計 1,500,000,000
 

 
② 【発行済株式】

 

種類

第２四半期会計期間末

現在発行数(株)

(2017年９月30日)

提出日現在

発行数(株)

(2017年11月10日)

上場金融商品取引所

名又は登録認可金融

商品取引業協会名

内容

普通株式 794,068,713 794,068,713

東京、名古屋

各証券取引所

（市場第一部）

単元株式数

100株

計 794,068,713 794,068,713 － －
 

 
(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 
(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 
(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 
(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日

発行済株式

総数増減数

(株)

発行済株式

総数残高

(株)

資本金増減額

(百万円)

資本金残高

(百万円)

資本準備金

増減額

(百万円)

資本準備金

残高

(百万円)

2017年７月１日～

2017年９月30日
- 794,068,713 - 187,457 - 265,985
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(6) 【大株主の状況】

2017年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数

(千株)

発行済株式

総数に対する

所有株式数

の割合(％)

トヨタ自動車株式会社 愛知県豊田市トヨタ町１番地 188,949 23.79

株式会社豊田自動織機 愛知県刈谷市豊田町２丁目１ 69,373 8.73

日本マスタートラスト信託銀行株式会社

（信託口）
東京都港区浜松町２丁目11番３号 39,317 4.95

東和不動産株式会社 愛知県名古屋市中村区名駅４丁目７－１ 33,309 4.19

日本トラスティ・サービス信託銀行株式

会社（信託口）
東京都中央区晴海１丁目８－11 32,750 4.12

日本生命保険相互会社

（常任代理人　日本マスタートラスト信

託銀行株式会社）

東京都千代田区丸の内１丁目６番６号

（東京都港区浜松町２丁目11番３号）
19,481 2.45

デンソー従業員持株制度会 愛知県刈谷市昭和町１丁目１番地 12,879 1.62

アイシン精機株式会社 愛知県刈谷市朝日町２丁目１ 12,518 1.57

三井住友海上火災保険株式会社 東京都千代田区神田駿河台３丁目９番地 9,544 1.20

日本トラスティ・サービス信託銀行株式

会社（信託口９）
東京都中央区晴海１丁目８－11 8,854 1.11

計 － 426,974 53.73
 

(注) １．当社は自己株式14,311千株を保有していますが、上記大株主からは除いています。

２．株式会社豊田自動織機の所有株式数は、株式会社豊田自動織機が退職給付信託の信託財産として拠出してい

る当社株式6,798千株（持株比率0.85％）を除いて表示しています。（株主名簿上の名義は、「日本トラス

ティ・サービス信託銀行株式会社（三井住友信託銀行再信託分・株式会社豊田自動織機退職給付信託口）」

であり、その議決権行使の指図権は株式会社豊田自動織機が留保しています。）

 

EDINET提出書類

株式会社デンソー(E01892)

四半期報告書

 5/31



 

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

2017年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 14,416,600 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 779,366,400 7,793,664 －

単元未満株式 普通株式 285,713 － －

発行済株式総数  794,068,713 － －

総株主の議決権 － 7,793,644 －
 

(注) 完全議決権株式（その他）の株式数の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、500株含まれています。また、

議決権の数の欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数５個が含まれています。

　

② 【自己株式等】

2017年９月30日現在

所有者の氏名

又は名称
所有者の住所

自己名義

所有株式数

(株)

他人名義

所有株式数

(株)

所有株式数

の合計

(株)

発行済株式

総数に対する

所有株式数

の割合(％)

株式会社デンソー
（自己株式）

愛知県刈谷市昭和町

１丁目１番地
14,311,400 － 14,311,400 1.80

伊藤精工株式会社
愛知県刈谷市野田町
場割100－１

83,200 － 83,200 0.01

株式会社ニッパ
静岡県磐田市川袋
1550

22,000 － 22,000 0.00

計 － 14,416,600 － 14,416,600 1.81
 

 
２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

　

１．要約四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の要約四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内

閣府令第64号。以下、「四半期連結財務諸表規則」）第93条の規定により、国際会計基準第34号「期中財務報告」

（以下、「ＩＡＳ第34号」）に基づいて作成しています。

なお、本報告書の要約四半期連結財務諸表の金額の表示は、百万円未満を四捨五入して記載しています。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（2017年７月１日から2017年

９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（2017年４月１日から2017年９月30日まで）に係る要約四半期連結財務

諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けています。
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１ 【要約四半期連結財務諸表】

(1) 【要約四半期連結財政状態計算書】

   (単位：百万円)
 

 注記
前連結会計年度
(2017年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2017年９月30日)

資産    

流動資産    

現金及び現金同等物  793,550 716,318

営業債権及びその他の債権  876,454 869,735

棚卸資産 ６ 485,867 523,163

その他の金融資産  93,781 279,253

その他  82,398 77,213

流動資産合計  2,332,050 2,465,682

非流動資産    

有形固定資産 ７ 1,490,531 1,530,639

無形資産  22,451 47,531

その他の金融資産  1,111,945 1,254,386

持分法で会計処理されている投資  92,198 86,192

退職給付に係る資産  43,868 36,215

繰延税金資産  30,266 29,602

その他  27,453 28,081

非流動資産合計  2,818,712 3,012,646

資産合計  5,150,762 5,478,328
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   (単位：百万円)
 

 注記
前連結会計年度
(2017年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2017年９月30日)

負債及び資本    

流動負債    

社債及び借入金  84,139 175,622

営業債務及びその他の債務  861,161 798,346

その他の金融負債  14,484 15,468

未払法人所得税  24,890 32,246

引当金 15 70,549 60,076

その他  48,588 58,477

流動負債合計  1,103,811 1,140,235

非流動負債    

社債及び借入金  266,116 307,869

その他の金融負債  9,819 7,938

退職給付に係る負債  228,576 234,981

引当金  1,529 1,517

繰延税金負債  78,243 120,412

その他  15,586 16,436

非流動負債合計  599,869 689,153

負債合計  1,703,680 1,829,388

資本    

資本金  187,457 187,457

資本剰余金  265,985 265,985

自己株式  △31,191 △57,660

その他の資本の構成要素  454,445 565,602

利益剰余金  2,436,028 2,543,256

親会社の所有者に帰属する持分  3,312,724 3,504,640

非支配持分  134,358 144,300

資本合計  3,447,082 3,648,940

負債及び資本合計  5,150,762 5,478,328
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(2) 【要約四半期連結損益計算書及び要約四半期連結包括利益計算書】

【要約四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

   (単位：百万円)
 

 注記
前第２四半期連結累計期間
(自 2016年４月１日
至 2016年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2017年４月１日
至 2017年９月30日)

売上収益 ４ 2,176,914 2,363,472

売上原価 ６，７ △1,834,385 △1,975,776

売上総利益  342,529 387,696

販売費及び一般管理費 ７，10 △203,590 △198,355

その他の収益 ５，９ 18,561 21,579

その他の費用 10，15 △14,802 △6,474

営業利益 ４ 142,698 204,446

金融収益 11 18,315 20,441

金融費用 11 △5,418 △4,798

為替差損益  △7,694 2,804

持分法による投資損益  2,650 3,888

税引前四半期利益  150,551 226,781

法人所得税費用  △46,927 △62,663

四半期利益  103,624 164,118

四半期利益の帰属    

親会社の所有者に帰属  97,495 154,191

非支配持分に帰属  6,129 9,927
 

　

   (単位：円)
 

１株当たり四半期利益    

基本的１株当たり四半期利益 12 123.05 197.10

希薄化後１株当たり四半期利益 12 － －
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【第２四半期連結会計期間】

   (単位：百万円)
 

 注記
前第２四半期連結会計期間
(自 2016年７月１日
至 2016年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自 2017年７月１日
至 2017年９月30日)

売上収益 ４ 1,084,118 1,198,558

売上原価  △916,616 △1,006,598

売上総利益  167,502 191,960

販売費及び一般管理費  △103,180 △95,101

その他の収益 ５ 13,917 17,597

その他の費用  △2,735 △3,167

営業利益 ４ 75,504 111,289

金融収益  1,870 3,027

金融費用  △2,871 △2,369

為替差損益  96 653

持分法による投資損益  920 438

税引前四半期利益  75,519 113,038

法人所得税費用  △21,140 △29,816

四半期利益  54,379 83,222

四半期利益の帰属    

親会社の所有者に帰属  51,386 77,493

非支配持分に帰属  2,993 5,729
 

　

   (単位：円)
 

１株当たり四半期利益    

基本的１株当たり四半期利益 12 64.90 99.39

希薄化後１株当たり四半期利益 12 － －
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【要約四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

   (単位：百万円)
 

 注記
前第２四半期連結累計期間
(自 2016年４月１日
至 2016年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2017年４月１日
至 2017年９月30日)

四半期利益  103,624 164,118

その他の包括利益    

　純損益に振り替えられることのない項目    

　FVTOCIに指定した資本性金融商品への投資に
　よる損益

13 △15,151 82,064

　確定給付制度の再測定  － 27

　持分法適用会社におけるその他の包括利益に
　対する持分

 △13 14

　合計  △15,164 82,105

　純損益に振り替えられる可能性のある項目    

　在外営業活動体の換算差額  △119,889 33,236

　キャッシュ・フロー・ヘッジ損益  11 61

　持分法適用会社におけるその他の包括利益に
　対する持分

 △4,751 △1,393

　合計  △124,629 31,904

その他の包括利益合計  △139,793 114,009

四半期包括利益  △36,169 278,127

四半期包括利益の帰属    

親会社の所有者に帰属  △32,485 265,440

非支配持分に帰属  △3,684 12,687
 

　

【第２四半期連結会計期間】

   (単位：百万円)
 

 注記
前第２四半期連結会計期間
(自 2016年７月１日
至 2016年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自 2017年７月１日
至 2017年９月30日)

四半期利益  54,379 83,222

その他の包括利益    

　純損益に振り替えられることのない項目    

　FVTOCIに指定した資本性金融商品への投資に
　よる損益

 80,369 82,981

　確定給付制度の再測定  － －

　持分法適用会社におけるその他の包括利益に
　対する持分

 5 17

　合計  80,374 82,998

　純損益に振り替えられる可能性のある項目    

　在外営業活動体の換算差額  △21,157 21,544

　キャッシュ・フロー・ヘッジ損益  △62 △62

　持分法適用会社におけるその他の包括利益に
　対する持分

 △1,895 △1,184

　合計  △23,114 20,298

その他の包括利益合計  57,260 103,296

四半期包括利益  111,639 186,518

四半期包括利益の帰属    

親会社の所有者に帰属  110,311 178,749

非支配持分に帰属  1,328 7,769
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(3) 【要約四半期連結持分変動計算書】

 (単位：百万円)
 

 注記

親会社の所有者に帰属する持分

資本金 資本剰余金 自己株式

その他の資本の構成要素

FVTOCIに指定

した資本性金

融商品への投

資による損益

確定給付制度

の

再測定

2016年４月１日残高  187,457 267,640 △246,486 361,376 －

四半期利益  － － － － －

その他の包括利益  － － － △15,148 －

四半期包括利益  － － － △15,148 －

自己株式の取得  － － △9,382 － －

自己株式の処分  － － － － －

自己株式の消却  － △1,657 245,250 － －

配当金 ８ － － － － －

子会社に対する所有者持分の

変動
 － 2 － － －

企業結合による変動  － － － － －

利益剰余金への振替  － － － △1,932 －

その他の増減  － － － － －

所有者との取引額合計  － △1,655 235,868 △1,932 －

2016年９月30日残高  187,457 265,985 △10,618 344,296 －

       

2017年４月１日残高  187,457 265,985 △31,191 418,337 －

四半期利益  － － － － －

その他の包括利益  － － － 82,024 27

四半期包括利益  － － － 82,024 27

自己株式の取得  － － △26,469 － －

自己株式の処分  － － － － －

自己株式の消却  － － － － －

配当金 ８ － － － － －

子会社に対する所有者持分の

変動
 － － － － －

企業結合による変動 ５ － － － － －

利益剰余金への振替  － － － △65 △27

その他の増減  － － － － －

所有者との取引額合計  － － △26,469 △65 △27

2017年９月30日残高  187,457 265,985 △57,660 500,296 －
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 (単位：百万円)
 

 注記

親会社の所有者に帰属する持分

非支配持分 資本合計

その他の資本の構成要素

利益剰余金 合計在外営業

活動体の

換算差額

キャッシュ・

フロー・

ヘッジ損益

合計

2016年４月１日残高  61,351 △522 422,205 2,492,762 3,123,578 131,457 3,255,035

四半期利益  － － － 97,495 97,495 6,129 103,624

その他の包括利益  △114,843 11 △129,980 － △129,980 △9,813 △139,793

四半期包括利益  △114,843 11 △129,980 97,495 △32,485 △3,684 △36,169

自己株式の取得  － － － － △9,382 － △9,382

自己株式の処分  － － － － － － －

自己株式の消却  － － － △243,593 － － －

配当金 ８ － － － △47,569 △47,569 △12,237 △59,806

子会社に対する所有者持分の

変動
 － － － － 2 100 102

企業結合による変動  － － － － － － －

利益剰余金への振替  － － △1,932 1,932 － － －

その他の増減  － － － － － △27 △27

所有者との取引額合計  － － △1,932 △289,230 △56,949 △12,164 △69,113

2016年９月30日残高  △53,492 △511 290,293 2,301,027 3,034,144 115,609 3,149,753

         

2017年４月１日残高  36,153 △45 454,445 2,436,028 3,312,724 134,358 3,447,082

四半期利益  － － － 154,191 154,191 9,927 164,118

その他の包括利益  29,137 61 111,249 － 111,249 2,760 114,009

四半期包括利益  29,137 61 111,249 154,191 265,440 12,687 278,127

自己株式の取得  － － － － △26,469 － △26,469

自己株式の処分  － － － － － － －

自己株式の消却  － － － － － － －

配当金 ８ － － － △47,153 △47,153 △11,235 △58,388

子会社に対する所有者持分の

変動
 － － － － － △19 △19

企業結合による変動 ５ － － － － － 8,519 8,519

利益剰余金への振替  － － △92 92 － － －

その他の増減  － － － 98 98 △10 88

所有者との取引額合計  － － △92 △46,963 △73,524 △2,745 △76,269

2017年９月30日残高  65,290 16 565,602 2,543,256 3,504,640 144,300 3,648,940
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(4) 【要約四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

   (単位：百万円)
 

 注記
前第２四半期連結累計期間
(自 2016年４月１日
至 2016年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2017年４月１日
至 2017年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー    
税引前四半期利益  150,551 226,781

減価償却費  116,412 130,313

退職給付に係る負債の増減額（△は減少）  3,518 4,754

退職給付に係る資産の増減額（△は増加）  2,454 7,652

受取利息及び受取配当金  △18,194 △20,163

支払利息  3,822 3,537

為替差損益（△は益）  3,083 △2,794

持分法による投資損益（△は益）  △2,650 △3,888

有形固定資産の除売却損益（△は益）  3,135 1,325

売上債権の増減額（△は増加）  △20,669 35,417

棚卸資産の増減額（△は増加）  △9,098 △22,008

仕入債務の増減額（△は減少）  44,609 △80,693

引当金の増減額（△は減少）  △18,402 △11,047

その他  9,395 △2,280

小計  267,966 266,906

利息の受取額  3,486 4,750

配当金の受取額  16,604 19,059

利息の支払額  △3,385 △3,676

法人所得税の支払額  △59,669 △35,551

営業活動によるキャッシュ・フロー  225,002 251,488

投資活動によるキャッシュ・フロー    
定期預金の増減額（△は増加）  50,707 △154,377

有形固定資産の取得による支出  △167,418 △159,694

有形固定資産の売却による収入  3,479 4,650

無形資産の取得による支出  △4,898 △4,617

資本性金融商品の取得による支出  △4,169 △30,233

負債性金融商品の取得による支出  △78,016 △52,092

資本性金融商品の売却又は償還による収入  － 367

負債性金融商品の売却又は償還による収入  154,715 25,210

子会社の支配獲得による収支（△は支出） ５ － 87

その他  △1,201 △288

投資活動によるキャッシュ・フロー  △46,801 △370,987

財務活動によるキャッシュ・フロー    
短期借入金の純増減額（△は減少）  400 13,897

借入金による調達額  77,364 105,239

借入金の返済による支出  △144,718 △60,269

ファイナンス・リース債務の返済による支出  △5,908 △6,300

社債の発行による収入  30,000 70,000

社債の償還による支出  △50,000 －

配当金の支払額 ８ △47,569 △47,153

非支配持分への配当金の支払額  △12,237 △11,235

自己株式の取得による支出  △9,382 △26,469

その他  9,854 △2,295

財務活動によるキャッシュ・フロー  △152,196 35,415

現金及び現金同等物に係る換算差額  △20,973 6,852

現金及び現金同等物の増減額（△は減少）  5,032 △77,232

現金及び現金同等物の期首残高  672,482 793,550

現金及び現金同等物の四半期末残高  677,514 716,318
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【要約四半期連結財務諸表注記】

１．報告企業

株式会社デンソー（以下、「当社」）は、日本に所在する株式会社です。当社及び国内外の連結子会社（以下、ま

とめて「連結会社」）は、「日本」、「北米」、「欧州」、「アジア」、「その他」の各セグメントで、主に自動車

部品におけるパワトレインシステム、エレクトリフィケーションシステム、電子システム、サーマルシステム、イン

フォメーション＆セーフティシステム、モータ、産業機器、生活関連機器を生産、販売しています。

 

２．作成の基礎

(1) ＩＦＲＳに準拠している旨

本要約四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表規則」第１条の２に掲げる「指定国際会計基準特定会社」

の要件をすべて満たすことから、同規則第93条の規定により、「ＩＡＳ第34号」に準拠して作成しています。本要

約四半期連結財務諸表は、連結会計年度の連結財務諸表で要求されるすべての情報が含まれていないため、前連結

会計年度の連結財務諸表と併せて利用されるべきものです。当社の当第２四半期の要約四半期連結財務諸表は、

2017年11月10日に取締役社長 有馬浩二によって承認されています。

 
(2) 重要な会計上の判断、見積り及び仮定

本要約四半期連結財務諸表の作成において、経営者は、会計方針の適用並びに資産、負債、収益及び費用の報告

額に影響を及ぼす判断、見積り及び仮定の設定を行っています。実際の業績は、これらの見積りと異なる場合があ

ります。

見積り及びその基礎となる仮定は継続して見直しています。会計上の見積りの見直しによる影響は、その見積り

を見直した会計期間と将来の会計期間において認識されます。

本要約四半期連結財務諸表で認識する金額に重要な影響を与える見積り及び仮定は、原則として前連結会計年度

と同一です。

 

３．重要な会計方針

本要約四半期連結財務諸表において適用する重要な会計方針は、前連結会計年度の連結財務諸表において適用した

会計方針と同一です。

なお、当第２四半期連結累計期間の法人所得税費用は、見積平均年次実効税率を基に算定しています。
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４．事業セグメント

(1) 一般情報

報告セグメントの識別方法、各報告セグメントが営む事業の内容及びセグメント利益の測定基準については、

当第２四半期連結累計期間において重要な変更はありません。

 

(2) セグメントごとの売上収益、利益又は損失に関する情報

前第２四半期連結累計期間（自 2016年４月１日 至 2016年９月30日）

 (単位：百万円)
 

 
報告セグメント その他

(注)
消去又は
全社

連結
日本 北米 欧州 アジア 計

売上収益         

外部顧客への
売上収益

908,453 502,988 268,772 466,583 2,146,796 30,118 － 2,176,914

セグメント間の内部
売上収益

383,863 13,630 11,446 72,729 481,668 346 △482,014 －

計 1,292,316 516,618 280,218 539,312 2,628,464 30,464 △482,014 2,176,914

セグメント利益又は損失 52,560 29,520 9,350 46,117 137,547 1,731 3,420 142,698

金融収益        18,315

金融費用        △5,418

為替差損益        △7,694

持分法による投資損益        2,650

税引前四半期利益        150,551
 

(注) 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、南米等の現地法人の事業活動を

含んでいます。

 

当第２四半期連結累計期間（自 2017年４月１日 至 2017年９月30日）

 (単位：百万円)
 

 
報告セグメント その他

(注)
消去又は
全社

連結
日本 北米 欧州 アジア 計

売上収益         

外部顧客への
売上収益

956,741 534,686 289,746 542,151 2,323,324 40,148 － 2,363,472

セグメント間の内部
売上収益

450,121 13,410 20,174 77,092 560,797 292 △561,089 －

計 1,406,862 548,096 309,920 619,243 2,884,121 40,440 △561,089 2,363,472

セグメント利益又は損失 105,496 20,799 8,871 62,845 198,011 7,075 △640 204,446

金融収益        20,441

金融費用        △4,798

為替差損益        2,804

持分法による投資損益        3,888

税引前四半期利益        226,781
 

(注) 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、南米等の現地法人の事業活動を

含んでいます。
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前第２四半期連結会計期間（自 2016年７月１日 至 2016年９月30日）

 (単位：百万円)
 

 
報告セグメント その他

(注)
消去又は
全社

連結
日本 北米 欧州 アジア 計

売上収益         

外部顧客への
売上収益

479,906 243,562 120,427 225,663 1,069,558 14,560 － 1,084,118

セグメント間の内部
売上収益

195,851 6,886 5,242 35,587 243,566 207 △243,773 －

計 675,757 250,448 125,669 261,250 1,313,124 14,767 △243,773 1,084,118

セグメント利益又は損失 38,396 12,938 2,509 21,646 75,489 1,083 △1,068 75,504

金融収益        1,870

金融費用        △2,871

為替差損益        96

持分法による投資損益        920

税引前四半期利益        75,519
 

(注) 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、南米等の現地法人の事業活動を

含んでいます。

 

当第２四半期連結会計期間（自 2017年７月１日 至 2017年９月30日）

 (単位：百万円)
 

 
報告セグメント その他

(注)
消去又は
全社

連結
日本 北米 欧州 アジア 計

売上収益         

外部顧客への
売上収益

497,974 260,055 139,669 279,676 1,177,374 21,184 － 1,198,558

セグメント間の内部
売上収益

233,164 7,001 10,635 39,985 290,785 127 △290,912 －

計 731,138 267,056 150,304 319,661 1,468,159 21,311 △290,912 1,198,558

セグメント利益又は損失 68,139 3,836 3,035 34,340 109,350 3,729 △1,790 111,289

金融収益        3,027

金融費用        △2,369

為替差損益        653

持分法による投資損益        438

税引前四半期利益        113,038
 

(注) 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、南米等の現地法人の事業活動を

含んでいます。
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５．企業結合

　
(1) 株式会社ＴＤモバイル

当社は2017年７月１日より株式会社ＴＤモバイルを新たに当社の連結子会社としています。
　
① 企業結合の概要

当社の関連会社であり主に携帯電話販売事業を行っている株式会社ＴＤモバイル（以下「ＴＤモバイル」）
は、2017年７月１日に実施した自己株式取得により、同日付で新たに当社の連結子会社となりました。ＴＤモ
バイルによる自己株式取得の結果、当社の保有するＴＤモバイルの議決権比率は49％(2017年６月30日時点)か
ら51％(2017年７月１日時点)となり、議決権の過半数を保有しています。

　
② 企業結合の理由

当社が注力する車載用通信製品とサービス及び車載以外の地域コミュニティ向け情報配信システム等にＴＤ
モバイルと連携して取り組むことで、より一層の事業規模の拡大を図るため。

　
③ 被取得企業の概要

名称　　　　株式会社ＴＤモバイル
事業内容　　携帯電話等の販売代理店業務、モバイルソリューション開発・提供等
　

④ 支配獲得日
2017年７月１日
　

⑤ 取得対価及びその内訳
(単位：百万円)

 金額

支配獲得時に既に保有していたＴＤモバイルに対する資本持分の公正価値　 16,656

取得対価の合計 16,656
 

　
当社が支配獲得時に既に保有していたＴＤモバイルに対する資本持分を支配獲得日の公正価値で再測定した
結果、11,646百万円の利益を認識しています。この利益は、四半期連結損益計算書上、「その他の収益」に計
上しています。
　

⑥ 支配獲得日における資産・負債の公正価値・非支配持分及びのれん
(単位：百万円)

 金額

取得対価合計（Ａ） 16,656

資産内訳

　営業債権及びその他の債権

　その他の流動資産

　無形資産

　その他の非流動資産

 
5,501

3,403

14,549

2,900

資産合計 26,353

負債内訳

　流動負債

　非流動負債

 
3,881

5,086

負債合計 8,967

純資産（Ｂ） 17,386

非支配持分(注１)（Ｃ） 8,519

のれん(注２)（Ａ－(Ｂ－Ｃ)） 7,789
 

　
(注１)非支配持分

非支配持分のうち、現在の所有持分であり、清算時に被取得企業の純資産に対する比例的な取り分を保
有者に与えているものについては、支配獲得日における識別可能な被取得企業の純資産に、支配獲得日時
点の企業結合後の被支配持分比率を乗じて測定しています。
　

(注２)のれん
のれんは、今後の事業展開や当社と被取得企業とのシナジーにより期待される将来の超過収益力を反映
したものです。
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⑦ 子会社の支配獲得による収入
支配獲得時に被取得企業が保有していた現金及び現金同等物　87百万円
子会社の支配獲得による現金受入額　　　　　　　　　　　　87百万円

　
⑧ 被取得企業の売上収益および当期利益

四半期連結損益計算書に認識している、支配獲得日以降における内部取引消去前の被取得企業の売上収益は
22,877百万円、当期利益は529百万円です。
　

⑨ 企業結合が期首に完了したと仮定した場合の、連結売上収益及び連結純利益
支配獲得日が2017年４月１日であったと仮定した場合の、2017年９月30日に終了した６ヵ月間における当社
の連結業績に係るプロフォーマ情報(非監査情報)は、以下の通りです。
　
売上収益（プロフォーマ情報）　2,384,979百万円
当期利益（プロフォーマ情報）　　164,370百万円

　
(2) 富士通テン株式会社

当社は2017年11月１日より富士通テン株式会社を新たに当社の連結子会社としています（後発事象）。
　
① 企業結合の概要

当社は2017年11月１日に富士通株式会社（以下「富士通」）より、富士通の連結子会社である富士通テン株
式会社（以下「富士通テン」）の株式の一部を譲り受け、同日付で富士通テンを新たに当社の連結子会社とい
たしました。当社の保有する富士通テンの議決権比率は10％（2017年10月31日時点）から51％（2017年11月１
日時点）となり、議決権の過半数を保有しています。なお、現時点において当該企業結合に関する当初の会計
処理が完了していないため、会計処理に関する詳細な情報は開示していません。

　
② 企業結合の理由

富士通テンは1972年に富士通のラジオ部門が分離・独立して設立され、1973年にトヨタ自動車株式会社、当
社が資本参加して以来、オーディオ、マルチメディアをはじめとしたカーエレクトロニクスメーカとしてお客
様に様々な製品、サービスを提供してきました。近年は、「単体製品のサプライヤ」から「つながる車載情報
機器・サービスを提供・提案するシステムメーカ」への変革を目指し、富士通グループ各社との連携を加速さ
せながら、新たな価値を作り出すＶｅｈｉｃｌｅ－ＩＣＴ事業を強化してきました。
一方、自動車分野では、目覚ましい技術革新の中、人と車のインターフェースをどのようにつないでいくか
がますます重要となってきています。こうした中、総合自動車部品メーカである当社が富士通テンをグループ
会社とすることで、両社の持つ車載ＥＣＵやミリ波レーダ、高度運転支援・自動運転技術および電子基盤技術
の開発などにおける一層の協力関係強化を図り、一体となって企業価値向上を実現することを目的としていま
す。

　
③ 被取得企業の概要

名称　　　　富士通テン株式会社（新会社名：株式会社デンソーテン）
事業内容　　インフォテインメント機器およびオートモーティブエレクトロニクス機器の開発・製造および

販売
　

④ 支配獲得日
2017年11月１日
　

⑤ 支配獲得日における資産・負債の公正価値・非支配持分及びのれん
取得した資産及び引き受けた負債の支配獲得日の公正価値及びのれんの金額については、算定中のため、現
時点では確定していません。
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６．棚卸資産

「棚卸資産」の正味実現可能価額までの評価減の金額は以下のとおりです。

 (単位：百万円)
 

 
前第２四半期連結累計期間
(自 2016年４月１日
至 2016年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2017年４月１日
至 2017年９月30日)

棚卸資産の評価減 7,234 9,187
 

　

７．有形固定資産

(1) 「有形固定資産」の帳簿価額の増減は以下のとおりです。

 (単位：百万円)
 

2017年４月１日残高 1,490,531

取得 156,721

企業結合 (注) 1,303

減価償却費 △130,313

減損損失 －

処分 △6,010

外貨換算差額 19,457

その他 △1,050

2017年９月30日残高 1,530,639
 

(注) 企業結合による増加は、ＴＤモバイルの取得によるものです（注記５ 「企業結合」参照）。

　

(2) コミットメント

　有形固定資産の取得に関する契約上のコミットメントは以下のとおりです。

 (単位：百万円)
 

 
当第２四半期連結会計期間
(2017年９月30日)

有形固定資産の取得に関するコミットメント 82,660
 

　

８．配当

配当金の支払額は以下のとおりです。
　
(1) 前第２四半期連結累計期間（自 2016年４月１日 至 2016年９月30日）

決議 配当金の総額(百万円) １株当たり配当額(円)

2016年４月28日
取締役会

47,569 60
 

　
(2) 当第２四半期連結累計期間（自 2017年４月１日 至 2017年９月30日）

決議 配当金の総額(百万円) １株当たり配当額(円)

2017年４月28日
取締役会

47,153 60
 

　
基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間末後
となるもの
(1) 前第２四半期連結累計期間（自 2016年４月１日 至 2016年９月30日）

決議 配当金の総額(百万円) １株当たり配当額(円)

2016年10月28日
取締役会

47,432 60
 

　
(2) 当第２四半期連結累計期間（自 2017年４月１日 至 2017年９月30日）

決議 配当金の総額(百万円) １株当たり配当額(円)

2017年10月31日
取締役会

50,684 65
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９．その他の収益

「その他の収益」の内訳は以下のとおりです。

 (単位：百万円)
 

 
前第２四半期連結累計期間
(自 2016年４月１日
至 2016年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2017年４月１日
至 2017年９月30日)

固定資産賃貸料 1,257 1,080

固定資産売却益 2,490 2,524

その他 (注) 14,814 17,975

合計 18,561 21,579
 

(注)  前第２四半期連結累計期間の「その他」には、当社及び国内グループ会社における工場の操業停止等に係る

受取保険金11,269百万円が含まれています。

当第２四半期連結累計期間の「その他」には、当社が支配獲得時に既に保有していたＴＤモバイルに対する資

本持分を支配獲得日の公正価値で再測定した結果による収益11,646百万円が含まれています（注記５ 「企業結

合」参照）。

 
10．販売費及び一般管理費及びその他の費用

「販売費及び一般管理費」の内訳は以下のとおりです。

 (単位：百万円)
 

 
前第２四半期連結累計期間
(自 2016年４月１日
至 2016年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2017年４月１日
至 2017年９月30日)

荷造運搬費 19,671 19,910

従業員給付費用 85,254 92,859

製品保証引当金繰入（△は戻入） 1,657 △11,347

減価償却費 10,167 11,638

福利厚生費 13,462 14,842

その他 73,379 70,453

合計 203,590 198,355
 

　

「その他の費用」の内訳は以下のとおりです。

 (単位：百万円)
 

 
前第２四半期連結累計期間
(自 2016年４月１日
至 2016年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2017年４月１日
至 2017年９月30日)

固定資産除売却損 3,625 3,849

その他 (注) 11,177 2,625

合計 14,802 6,474
 

(注)  前第２四半期連結累計期間の「その他」には、一部自動車部品についての独占禁止法に関する和解金等で

ある独占禁止法関連損失9,193百万円（注記15 「偶発事象」参照）が含まれています。
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11．金融商品に係る収益及び費用

「金融収益」の内訳は以下のとおりです。

 (単位：百万円)
 

 
前第２四半期連結累計期間
(自 2016年４月１日
至 2016年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2017年４月１日
至 2017年９月30日)

受取利息   

償却原価で測定する金融資産（預金等） 3,505 4,859

受取配当金   
その他の包括利益を通じて公正価値で測定する
金融資産

14,689 15,304

その他 121 278

合計 18,315 20,441
 

　

「金融費用」の内訳は以下のとおりです。

 (単位：百万円)
 

 
前第２四半期連結累計期間
(自 2016年４月１日
至 2016年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2017年４月１日
至 2017年９月30日)

支払利息及び割引料   

償却原価で測定する金融負債（社債・借入金等） 3,237 2,970

純損益を通じて公正価値で測定する金融負債
（金利デリバティブ）

585 567

確定給付制度の純利息 794 834

その他 802 427

合計 5,418 4,798
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12．１株当たり四半期利益

(1) 基本的１株当たり四半期利益の算定上の基礎

① 親会社の所有者に帰属する四半期利益

 (単位：百万円)
 

 
前第２四半期連結累計期間
(自 2016年４月１日
至 2016年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2017年４月１日
至 2017年９月30日)

親会社の所有者に帰属する四半期利益 97,495 154,191
 

　

 (単位：百万円)
 

 
前第２四半期連結会計期間
(自 2016年７月１日
至 2016年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自 2017年７月１日
至 2017年９月30日)

親会社の所有者に帰属する四半期利益 51,386 77,493
 

　

② 普通株式の期中平均株式数

 (単位：千株)
 

 
前第２四半期連結累計期間
(自 2016年４月１日
至 2016年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2017年４月１日
至 2017年９月30日)

普通株式の期中平均株式数 792,307 782,279
 

　

 (単位：千株)
 

 
前第２四半期連結会計期間
(自 2016年７月１日
至 2016年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自 2017年７月１日
至 2017年９月30日)

普通株式の期中平均株式数 791,823 779,727
 

　

(2) 希薄化後１株当たり四半期利益の算定上の基礎

希薄化後１株当たり四半期利益については、希薄化効果のある株式が存在しないため記載していません。
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13．金融商品

金融商品の公正価値

金融商品の公正価値ヒエラルキーは、レベル１からレベル３までを以下のように分類しています。

　

レベル１：活発な市場における相場価格により測定された公正価値

レベル２：レベル１以外の、観察可能な価格を直接又は間接的に使用して算出された公正価値

レベル３：観察可能な市場データに基づかないインプットを含む、評価技法から算出された公正価値

　

公正価値ヒエラルキーのレベル間の振替は、各四半期の期首時点で発生したものとして認識しています。

なお、2016年９月30日に終了した６カ月間および2017年９月30日に終了した６カ月間において、レベル１とレベル２の

間における振替はありません。

 
(1) 償却原価で測定する金融商品

償却原価で測定する金融商品の帳簿価額と公正価値ヒエラルキーは、以下のとおりです。

　

前連結会計年度（2017年３月31日）

 (単位：百万円)
 

 帳簿価額
公正価値

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

金融資産      

債券等 59,183 59,312 － － 59,312

金融負債      

長期借入金(注) 158,661 － － 159,830 159,830

社債(注) 110,000 109,961 － － 109,961
 

(注) １年内返済及び償還予定の残高を含んでいます。

 

当第２四半期連結会計期間（2017年９月30日）

 (単位：百万円)
 

 帳簿価額
公正価値

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

金融資産      

債券等 20,466 20,529 － － 20,529

金融負債      

長期借入金(注) 236,097 － － 234,841 234,841

社債(注) 180,000 179,583 － － 179,583
 

(注) １年内返済及び償還予定の残高を含んでいます。

 

　償却原価で測定する短期金融資産、短期金融負債については、公正価値は帳簿価額と近似しているため、

注記を省略しています。

　長期借入金の公正価値は、元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り

引いた現在価値により算定しています。

EDINET提出書類

株式会社デンソー(E01892)

四半期報告書

25/31



 

(2) 経常的に公正価値で測定する金融資産及び金融負債の公正価値

公正価値で測定する金融商品の公正価値ヒエラルキーは、以下のとおりです。

 

前連結会計年度（2017年３月31日）

 (単位：百万円)
 

 レベル１ レベル２ レベル３ 合計

デリバティブ資産 － 10,357 － 10,357

株式等     

上場株式 989,641 － － 989,641

非上場株式 － － 89,482 89,482

その他の持分証券 － － 2,438 2,438

合計 989,641 10,357 91,920 1,091,918

デリバティブ負債 － 7,454 － 7,454

合計 － 7,454 － 7,454
 

 

当第２四半期連結会計期間（2017年９月30日）

 (単位：百万円)
 

 レベル１ レベル２ レベル３ 合計

デリバティブ資産 － 6,617 － 6,617

株式等     

上場株式 1,124,878 － － 1,124,878

非上場株式 － － 101,098 101,098

その他の持分証券 － － 2,457 2,457

合計 1,124,878 6,617 103,555 1,235,050

デリバティブ負債 － 8,159 － 8,159

合計 － 8,159 － 8,159
 

 

　デリバティブは主に為替予約、金利スワップ、金利通貨スワップに係る取引です。

　為替予約の公正価値は、先物為替相場等に基づき算定しています。金利スワップ、金利通貨スワップの

公正価値は、取引先金融機関等から提示された金利等、観察可能な市場データに基づき算定しています。

　非上場株式、その他の持分証券の公正価値測定は、修正時価純資産方式により、必要に応じてＰＢＲに

よる時価修正等を加え算出しています。また、重要性のない銘柄は簿価純資産方式により算出しています。

　非上場株式、その他の持分証券の公正価値測定で用いている重要な観察不能なインプットである非流動性

ディスカウントは、30％で算定しています。

 

レベル３に分類された金融商品の増減は、以下のとおりです。

 (単位：百万円)
 

2017年４月１日残高 91,920

利得及び損失合計  

その他の包括利益（注） 11,925

購入 178

除売却 △300

上場によるレベル１への振替 △168

2017年９月30日残高 103,555
 

(注) その他の包括利益に含まれている利得及び損失は、決算日時点のその他の包括利益を通じて公正価値で測定

　　　する金融資産に関するものです。これらの損益は要約四半期連結包括利益計算書上「FVTOCIに指定した資本

　　　性金融商品への投資による損益」に含まれています。　
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14．関連当事者取引

前第２四半期連結累計期間（自 2016年４月１日 至 2016年９月30日）

 (単位：百万円)
 

種類 会社等の名称又は氏名 取引内容 取引金額

重要な影響力を
有する企業

トヨタ自動車㈱グループ
各種自動車部品の販売 1,028,321

各種自動車部品の購入 17,574
 

 

当第２四半期連結累計期間（自 2017年４月１日 至 2017年９月30日）

 (単位：百万円)
 

種類 会社等の名称又は氏名 取引内容 取引金額

重要な影響力を
有する企業

トヨタ自動車㈱グループ
各種自動車部品の販売 1,074,455

各種自動車部品の購入 18,284
 

　

15．偶発事象

当第２四半期連結会計期間末における偶発債務の内容は以下のとおりです。

　

独占禁止法関連

(1) 国及び競争法当局による調査

一部の国において当局による調査に対応しています。

　

(2) 民事訴訟

当社及び一部の子会社は、特定の自動車部品の取引に関する独占禁止法違反の疑いについて、米国及びカナ

ダにおいて損害賠償を求める複数の訴訟で被告の一社となっています。

米国においては、特定の自動車部品ごとに、直接購入者（例えば、一次供給者、ＲＶ生産者、市販品販売

店）より、当社及び一部の子会社に対して暫定集団訴訟が提起されています。また、州の政府機関及び/または

住民を代表したいくつかの州の法務長官、自動車保険会社１社、並びに一部のカーディーラーが訴訟を提起し

ています。

訴訟の進行は訴訟の態様毎に、更には対象となる製品毎に異なりますが、暫定集団訴訟の場合は、各訴訟に

つきディスカバリーと呼ばれる手続き（審理に先立ち、訴訟当事者間で相互に訴訟の対象に関係する書類等の

証拠を開示し合う手続き）が実施されます。ディスカバリーの終了後、必要に応じて被告による各種申立の審

理を経て、原告側は、その暫定集団の全ての構成員の請求を主張できるよう集団適格についての申立を行うこ

とができ、当該申立についての決定がなされて初めて各々の訴訟についての本案審理が開始されます。一方、

州法務長官、自動車保険会社やカーディーラーによって提起された訴訟の場合は、上記のような集団適格につ

いての審理過程はなく、ディスカバリー終了後に本案審理が開始されます。上記いずれの訴訟においても、当

社はどの段階でも原告側と和解交渉を開始し、和解することが可能です。

カナダにおいては、複数の州において複数の暫定集団訴訟が、直接購入者（例えば自動車メーカー）及び間

接購入者（例えば、カーディーラー及び車両の購入者）の両方から当社や一部の子会社に対して提起されてい

ます。カナダでは集団適格についての審理が訴訟全体の手続きの中で米国よりも早い段階、即ちディスカバ

リーに先立って行われ、カナダにおける訴訟の一部についての集団適格に関する審理は2018年中に行われる見

込みです。
　
(3) 個別の和解交渉

当社は、特定の自動車部品の取引に関する独占禁止法違反の疑いに関連して、主要顧客（自動車メーカー）

との間で個別に交渉を行っています。
　

当社は、上記事案のいくつかについて、支出の可能性のある金額を見積もったうえ、引当金を計上しており、こ

れに関する費用は、「その他の費用」に含めています（注記10「販売費及び一般管理費及びその他の費用」参

照）。

なお、国際会計基準第37号「引当金、偶発負債及び偶発資産」に従い、当社の立場が不利になる可能性があるた

め、これらの係争の全般的な内容を開示していません。
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16．後発事象

連結会社は、後発事象を2017年11月10日まで評価しています。

　

企業結合

当社は、2017年11月１日より富士通テン株式会社を新たに当社の連結子会社としています。詳細は、注記５「企

業結合」をご参照ください。
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２ 【その他】

2017年10月31日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議しました。

ａ.  中間配当による配当金の総額 50,684百万円

ｂ.  １株当たりの金額 65円00銭

ｃ.  支払請求の効力発生日及び支払開始日 2017年11月27日
 

(注) 2017年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

２０１７年１１月１０日
 

株式会社デンソー

取締役会  御中
 

 

有限責任監査法人トーマツ  
 

　
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   髙   橋   寿   佳   印

 

　
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   古　　内　　和　　明   印

 

　
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   奥   田   真   樹   印

 

　
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   後   藤   泰   彦   印

 

 
当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社デ

ンソーの２０１７年４月１日から２０１８年３月３１日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（２０１７年７

月１日から２０１７年９月３０日まで）及び第２四半期連結累計期間（２０１７年４月１日から２０１７年９月３０日

まで）に係る要約四半期連結財務諸表、すなわち、要約四半期連結財政状態計算書、要約四半期連結損益計算書、要約

四半期連結包括利益計算書、要約四半期連結持分変動計算書、要約四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記につ

いて四半期レビューを行った。

　

要約四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」第９３条の規定により国際会計基

準第３４号「期中財務報告」に準拠して要約四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正

又は誤謬による重要な虚偽表示のない要約四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した

内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から要約四半期連結財務諸表に

対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準

に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の要約四半期連結財務諸表が、国際会計基準第３４号「期中財

務報告」に準拠して、株式会社デンソー及び連結子会社の２０１７年９月３０日現在の財政状態、同日をもって終了す

る第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フ

ローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告書提

出会社）が別途保管しております。

ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
 

EDINET提出書類

株式会社デンソー(E01892)

四半期報告書

31/31


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容

	第２事業の状況
	１事業等のリスク
	２経営上の重要な契約等
	３財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

	第３提出会社の状況
	１株式等の状況
	(1)株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	(2)新株予約権等の状況
	(3)行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等
	(4)ライツプランの内容
	(5)発行済株式総数、資本金等の推移
	(6)大株主の状況
	(7)議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２役員の状況

	第４経理の状況
	１要約四半期連結財務諸表
	(1)要約四半期連結財政状態計算書
	(2)要約四半期連結損益計算書及び要約四半期連結包括利益計算書
	要約四半期連結損益計算書
	第２四半期連結累計期間
	第２四半期連結会計期間
	要約四半期連結包括利益計算書
	第２四半期連結累計期間
	第２四半期連結会計期間

	(3)要約四半期連結持分変動計算書
	(4)要約四半期連結キャッシュ・フロー計算書
	要約四半期連結財務諸表注記


	２その他


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

